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情報サービス産業を巡る市場環境に関する調査
－ 今後 5年から 10 年間の業界展望と課題 －

１．背景

今日、情報サービス産業を巡る経営環境は大きく変わろうとしている。かつて飛躍的な

発展を遂げた業界の成長性は最早成熟期を迎え、従来のビジネスモデルと業界構造に限界

が見えはじめている。ユーザーニーズは、質的に大きく変化しつつあり、また、外国ベン

ダーとの競合も一層激しくなる中で、今まさに将来を見据えた変革が必要となっている。

加えて、内外の厳しい経済環境の下で、情報サービス産業は、2008 年秋以降、減速傾向

を次第に強めている。足元における急速な景気悪化や製造業等情報システムユーザー業界

の動向など、業界経営に不透明感が増大し、2009 年以降は厳しい経営の舵取りを余儀な

くされることが予想される。

２．本調査の目的

上記のような時期だからこそ、激変する内外の環境を踏まえ、情報サービス産業の将来

を展望し、従来からの取組を発展させ、自らの「変革」と「体質強化」を図る絶好の機会

である。そこで、業界のあるべき姿を展望し、今後 5 ～ 10 年における変革の方向性を示

し、変革に向けた個別企業の課題、業界としての課題、行政としての課題を提言すること

とした。そのため、政策検討部会では「情報サービス産業を巡る市場環境調査（以下、本

調査という 」を企画し、情報サービス産業の将来展望と国際競争力に関する調査・分析）

を行った。本調査の結果を踏まえ JISA は、そこから「業界の発展と課題解決に向けた政

策提案」及び「JISA の事業計画策定のベースとなる業界共通の中長期的課題」をまとめ

た。本報告書が JISA 会員各社における経営構造改革の促進に向けた警鐘であり道標とな

ることを期待している。

３．調査報告の構成

本調査の結果は、次の 7つのカテゴリーについて分析し、各々今後業界が取るべき方向

性を示した。

(１)国内需要とユーザー企業ニーズの展望

(２)グローバル展開と国際競争力の向上

(３)日本企業の生産性向上

(４)新興国ベンダーの台頭

(５)技術トレンドとインパクト

(６)人材の需給とスキル

(７)制度設計の必要性

４．３つの脅威

今日の情報サービス産業には 「顧客 「新規参入・競争 「内部」の 3 つの視点にお、 」、 」、

ける脅威が存在する。顧客の視点からは「顧客ニーズに応えることができない脅威」であ

り、新規参入・競争の視点からは「グローバル化を背景とした外資系・新興国ベンダーの

脅威」であり、内部の視点からは「産業構造と日本市場特有のビジネスモデルの限界」で

ある。
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図表１ ３つの脅威

５．あるべき業界構造の展望

情報サービス産業は 「顧客固有のニーズに対応するための受託開発型ビジネスモデル、

が多い 「人的な開発工数を膨大に投入する労働集約的な性格 「開発プロジェクト管」、 」、

理を担う元請企業と開発を請け負う下請けの関係 「開発需要変動への対応力確保のた」、

めの多重下請構造 「国内需要依存」という構造的な特性を持っている。」、

しかし 「国内需要の成熟化とグローバル化への対応（国内競争から国際競争 「ユ、 ）」、

ーザーにおける“作る”から“利用する”へのニーズの顕在化とシフト」といった大きな

変化への対応が必然となることから、この業界構造や特性はこの５年から 10 年の間に大

きくシフトとすることになろう。

図表２ わが国情報サービス産業の業界構造と変革のインパクト

．今後 5年～ 10 年間の業界変化の展望６

情報サービス産業における今後 年から 年に生じる変化について、３つの“業界構5 10
造変化”と、２つの“顧客と競合との関係変化”を提唱する。３つの“業界構造変化”と

は、第一に「受託開発型からサービス提供型へのサービス提供モデルのシフト 、第二に」

「労働集約型ビジネスモデルから知識集約型ビジネスモデルへのシフト 、第三に「多重」

」 。 “ ”下請構造から水平分業型への業界構造シフト である ２つの 顧客と競合との関係変化

とは第一に「顧客との関係変革 、第二に「競争環境の変革」である。」

新興国ベンダーの台頭による、中小企業における
競争激化、調整時代への突入

グローバルベンダーの参入による機会損失増大
外資系のノウハウ蓄積が進展し優位性が高まる脅威

労働集約型（受託開発型）モデルにおける
生産性向上の限界。このままでは収益確保が困難に

新たなネットワーク環境の活用、情報活用戦略
及び活用環境に関する提案力向上

グローバル対応力等、人的スキルが変化に
追従できない。有能な人材が集まらない脅威

ITサービスマネジメントのレベルが
低い企業は競争劣位となる脅威

海外ベンダーによる日本ベンダーの買収

クラウドコンピューティング発展による、SaaS等サービ
ス提供機会拡大、大規模システム開発環境の普及

ニーズ多様化（顧客のビジネス）に追従できない
「作る」から「使う」のニーズ変化に対応できない

産業構造と日本市場特有のビジネスモデルの限界

顧客ニーズに応えることができない脅威 グローバル化を背景とした、
外資系・新興国ベンダーの脅威

顧客のＩＴ投資はグローバルへシフトする中で、
グローバル展開において見離される脅威
（体制整備不足、人材不足、プロダクト不足）

顧客の視点 新規参入・競争の視点

内部の視点

現在の業界構造

受託開発型

労働集約型

プライムと下請け・

パッケージベンダー

多重下請構造

顧客従属型

国内産業依存型

変革へのインパクト（ユーザーニーズ変化他）

国内情報サービス市場の成熟化・安定成長化

ユーザーニーズの多様化

ユーザーのグローバリゼーション

作るから→利用する へシフト

ユーザ企業もIT人材を確保しきれなくなる

オフショアの拡大

新興国ベンダーの競争力向上

クラウドコンピューティングの拡大
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図表３ 今後 5年～ 10 年間の業界変化の展望

７．情報サービス産業の業界構造変革

、 （ ） 、このような業界構造変化が顕在化して行く一方で 顧客とベンダー 元請け の関係は

受託開発を前提に顧客が提示するシステム要件や指示に従うだけの「顧客従属型」の関係

から、顧客が必要とするシステムリソースを迅速に提供することで顧客のビジネスゴール

の達成を一緒に目指すビジネスパートナーへの変革がもたらされる。本報告書ではこのよ

うなベンダーを“コラボレーション型ベンダー”と呼ぶ。また、プロダクトやサービスな

ど必要とされる情報サービスの部分的な機能を提供するベンダーを“ビルディングブロッ

クベンダー”と呼び、今後５年から 10 年の間に顧客との「パートナリング」を行うコラ

ボレーション型ベンダーと、独自のプロダクトとサービスを提供するビルディングブロッ

クベンダーによる水平分業型の業界構造へ変化が展望される。

図表４ 今後 5年～ 10 年間の業界構造変革

• 水平分業化により、技術やサービスの標準化が
加速。その為、グローバル企業との競争に

• 顧客と共にグローバル展開を図ると共に、独自
のソリューションの国際競争力を高める

パートナー型
顧客従属型

• 顧客のグローバル化やニーズの多様化が進む中
で、顧客にとってプライムベンダーは、顧客事業
の実現を支援するコラボレーション型ベンダー
または、ビジネスパートーナーへ

国内産業
国内競争

国際産業化
国際競争

現在 将来

PKG、SOA、
サービス提供型

受託開発型

• ユーザーニーズ多様化と、ユーザーにおけるシ
ステム投資のROIの観点、システムに関するリ
ソース確保の制限から、システムを「作る」から
「使う」へ変化することへの対応

顧客ニーズへの対応

水平分業型
多重下請構造

• コラボレーション型ベンダーが、ユーザー企業の
事業の実現を支援するインフラを、様々なソ
リューションや、サービスを提供するビルディング
ブロックベンダーとの協調により実現、実装し
提供

• ユーザーニーズへの対応及び、より一層の生産
性向上と、国際競争力を高めるためのビジネス
モデル転換
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*）ノウハウや経験を蓄積・集約し、体系化を通じて独自の商品・サービスを自主ビジネスとして提供するビジネスモデル。
商品・サービスの精度や生産性向上などのために、部品化、自動化、エンジニアリングの高度化、フォーマルメソッドの手法がとられる。
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競争環境の変革
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受託開発型ビジネスが高い比率を占める
その為、需要変動の吸収、リスクの分散の目的と、
市場参入の容易性から多重下請け構造ができてきた

受託開発

丸投げ

顧客

コラボレーション型ベンダー

顧客の事業を実現
するIT環境の提供

事業方針
仕様提示

ユーザーの「作る」から「使う」へのニーズシフトに伴い、

受託開発型ビジネスモデルの構造変化

コラボレーション型ベンダーとビルディングブロックベンダーが台頭

中小企業は合従連衡により海外企業に対する競争優位確保

役
割
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サービス、プロダクトの提供

インテグレーション
仕組みの提供
自主サービスの提供

PKGﾍﾞﾝﾀﾞｰ xSP SaaS

BPO（特定業種・業務受託）
受託開発ベンダー

自主事業として、
専門性の高い
プロダクトやサービス
の開発

仕様提示 納品

丸投げ

丸投げ
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８．企業・JISA・行政に求められる役割（提言）

情報サービス産業は、 年までの高成長期から 年以降の安定成長期を経て今2001 2002
日の世界的な経済危機のなか、業界構造変化を促進し、新たな成長機会を創出することが

求められている。そのためには、情報サービス産業に属する企業、JISA、行政、それぞれ

で解決すべき課題、果たすべき役割がある。前述の「３つの脅威」を踏まえ、新たな成長

に向けた情報サービス産業にとっての課題を「３つの変革の方向性」と「７つの課題」と

いう形で整理・設定し、企業・JISA・行政に求められる役割について提言している。

図表５ 企業・JISA・行政に求められる役割

本調査における提言は、今後の JISA 事業計画策定における指針であり、また我が国の

情報政策への提言でもあり、そして業界各社の長期的経営課題をき続き議論するための問

題提起でもある。

以上

顧客のパートナーを目指した、顧客とベンダーとの
コミュニケーションプロトコル作り、切磋琢磨

グローバル展開に向けたビジネス転換・体制整備

受託開発モデルから新しいビジネスモデル
への展開・転換
「ものづくり」を強みとした知識集約型（＊）化革新

投資力、ノウハウ増強に向けた合従連衡・提携

課題解決をサポートする制度改革
（個社における人事制度、行政における投資促進策 など）

基幹産業として構造変化を目指す産業の魅力度
向上

上位グループ

中規模
グループ

中小ベンダー

業界

行政

•中堅・中小ユーザーにとってのｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ型
ﾍﾞﾝﾀﾞｰ

•合従連衡によるビジネスモデル転換
•特徴のあるソリューションの提供
•ﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸﾍﾞﾝﾀﾞｰとして、新分野/技術な
ど特定領域で、特徴のあるソリューションを提供

•合従連衡によるビジネスモデル転換

•大手ユーザーにとってのｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝ型ﾍﾞﾝﾀﾞｰ
•多様なサービスをインテグレートして提供
•ビジネスモデル転換・業界構造改革並びに、
グローバル化の先導者

•上記に関する自主事業の創出

•顧客、社会とのｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ改革の先導
顧客との切磋琢磨

•業界の新たな成長と、国際競争力向上に向け
た、ビジネスモデル転換・業界構造改革の啓蒙

•ビジネスモデル変革に向けた業界における人材
育成、労働環境改善に関する啓蒙

•業界の新たなる成長と、国際競争力向上
を目的とした製品開発力促進のための、
知財蓄積や投資促進施策
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